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　公共用水域�
　　排水量 456 万m3�
　　COD 15.5 t�
　　窒素 14.3 t�
　　りん 0.45 t�
　　PRTR法対象物質 166 kg

　下水道�
　　排水量 73 万m3�
　　PRTR法対象物質 114 kg

　SOx 8.6 t�
　NOx 80.6 t�
　ばいじん 3.7 t�
　CO2　  46.2 万t -CO2�
　�
�
　PRTR法対象物質 580 t

主力製品生産量(抜粋)�
　ダクタイル鋳鉄管 22.7 万t　�
　矢板 21.9 万m�
　トラクタ 12.5 万台�
　エンジン 72.7 万台�
　田植機 1.7 万台�
　コンバイン 1.1 万台�
　建設機械 2.3 万台�
　自動販売機 2.4 万台�

建設機械�

ダクタイル鋳鉄管� 自動販売機�

エンジン�トラクタ�

田植機�

主要原材料�
　セメント  　　13 千t�
　故銑 70 千t�
　新銑 13 千t�
　帯鋼 124 千t

リサイクル原料�
　スチールスクラップ 　285 千t

エネルギー 8.36 PJ※�

　重油 1,281 kL�
　ガソリン 1,167 kL�
　灯油 18,852 kL�
　軽油 4,504 kL�
　石炭・コークス 46,642 t  �
　LPG 618 t  �
　都市ガス 　　25,323 千m3   �
　電力 50,978 万kWh

水�
　上水 86 万m3�
　工業用水 291 万m3�
　地下水 113 万m3

化学物質（PRTR法対象物質）�
　　　　　　　　　 8,902 t

※ PJ：1015J

社内再生・再利用�
 25,243 t

社外再資源化�
　　　　　78,646 t

廃棄製品の回収�
鋳鉄管 907 t�
ビニルパイプ 120 t

合計�
490万m3

上水�
17.6％�

工業用水 59.4％�

地下水�
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※総量規制対象工場：阪神（武庫川）、京葉（船橋）、�
　　　　　　　　　　京葉（市川）、枚方、堺臨海�
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　廃棄物排出量 86,319 t�

　廃棄物埋立量 3,305 t

物 流�

エネルギー起源 45.5万t-CO2�
上記以外 0.71万t-CO2
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■ 水使用量の推移�

■ SOx排出量の推移�

■ NOx排出量の推移�

■ ばいじん排出量の推移�

■ 窒素排出量の推移�

■ りん排出量の推移�
■ エネルギー起源のCO2排出量の推移�

■ エネルギー使用量の推移�

■ COD排出量の推移�

■ 水使用量の内訳�

（万m3）�

機械部門、水・環境・インフラ部門などの生産工程およびオフィスなどの事業活動において環境に与える負荷の発生

状況は、次のとおりです。使用する原材料および電力・用水・燃料などの投入量（INPUT）、および二酸化炭素（CO2）

や廃棄物など環境への排出量（OUTPUT）を把握し、クボタグループを挙げて環境負荷の削減に取り組んでいます。�
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・ 温室効果ガスの環境効率指標 ＝ 連結売上高（百万円）／エネルギー起源CO2排出量（t-CO2）��
・ 廃棄物の環境効率指標 ＝ 連結売上高（百万円）／廃棄物排出量（百kg）��
・ 化学物質の環境効率指標 ＝ 連結売上高（百万円）／PRTR法対象物質排出移動量（kg）�

　CO2排出量・廃棄物排出量・PRTR法対象物質排出移動量を環境負荷と

した環境効率は、すべての項目で前年度に比べ向上しています。�
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温室効果ガス　　　　廃棄物　　　　化学物質（PRTR法対象物質）�

39

ク
ボ
タ
グ
ル
ー
プ
の
事
業
活
動
と
環
境
負
荷
の
全
体
像�

40

環
境
報
告
�

環境報告�


